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論 文 内 容 の 要 旨




年代中葉以降、継続的に自己否定と変容を繰 り返 しつつ、1980年代の中葉には終焉の局面に逢着 し
ていたガス トアルバイター時代に、最終的なピリオ ドを打っことになった。






なわち 「お客として招待された労働者」として処遇するという公的な責任を明確 にした。雇主 は、
指名委託 という方法を用いて、技能労働者の獲得に努めた。余剰労働力の排出という送出国の本来
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の意図は、現実によって冷水を浴びせられた。 ガス トアルバイターは、概ね、大企業の正社員 とし
て工場労働に従事 した。彼 らのほぼ半数は、送出国において熟練労働者 として働いて いた。そのう
ち約3分 の1程 度は受け入れ国においても熟練労働者 として採用 された。っまり全体の6分 の5に
あたるそれ以外の労働者の労働内容はレベルの低い不熟練 ・半熟練労働であったが、いずれの場合
にも同一労働同一賃金の原則にしたがって処遇 された。外国人労働者雇用 は、省ガ的な技術革新 と
正の相関をもった。職場には、影響力を行使 し得 る労働組合活動があった。 ガスドアルバイターは、
不法入国者のように労働組合の監視下にない限界企業の劣悪な条件下で働 くわけではなく、また:専
門 ・技術労働者のように大企業の特権的労働者 として働 くわけで もない。ガス トアルバイターの労
働市場への参入のあ り方は、ポーテス/ベ レッ類型 にしたがえば、両者の中間的な タイプであ る
「複合的労働市場参入型」である。ガス トァルバイターは、二元的労働市場論が想定するよに、制
度的に峻別 され、処遇に明 らかな差別が存在する二次的労働市場に参入 したわけではない。労働市
場に参入 した当初の時点では、普通の労働者 とのあいだに処遇上の明白な差別 は存在 しなかった。
労働移民の受 け入れ様式 としてのガス トァルバイター雇用は、いわゆるローテーション原則な る
ものと相容れない。1961年の ドイッと トルコとのあいだに締結された二国間協定の第9条 のなかの
一文一 すなわち 「滞在許可は、2年 の総滞在期間を超えて交付されることはない」一 が、 ロー
テーション原則の唯一の証拠である。その他の二国間協定のどこにもそうした規定 は存在 しない。
かの一文 も3年後には抹消 された。ローテーションの強制を否定することこそが、ガス トアルバイ
ター雇用の大前提である。「自分の人生設計を自らの手で行 う権利」 は、ガス トアルバイターにも
当然のこととして認められていた。労働許可、滞在許可 という行政措置 も雇用関係の継続を妨げる
ものではなかった。帰国は、幻滅を伴ったが、自らの意志 と選択において実行 された。事実 として
のローテーションは存在 した し、またそれは受け入れ国ミ送出国双方の期待するところであった。





分の1程 度の送金 は、出稼 ぎ労働者の送金性向としては低い。「帰国神話」が語 られるほどの滞在
の長期化 も、ガストアルバイター雇用の論理の 「破綻」ではな く、その延長上 にある。
ガス トアルバイターは、滞在 の長期化とともに、運動主体としての自覚を強めた。労働力輸入に
ともなって発生 した新 しい労働問題の本格的な展開がここにはじまる。1973年夏における外国人 ス
トライキの頻発は、生産労働者、とりわけ外国人労働者の利害か ら遊離 している労働組合を自分た
ちの側に取 り戻そうとする闘いであった。なかで もトルコ人ス トライキは、従業員数3万 人を超え
る巨大企業の工場 占拠 にまで発展 した。フォー ドは、解雇撤回を認めた。 トルコ人労働者の組織力
と闘争力 との勝利である。 トルコ人の"脅威"の まえにマネジメントは屈服 し、労働組合は驚愕し、
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そして トルコ人労働者 自身は自己の力を発見 したのである。受け入れ国における労働生活は帰国後
の新 しい生活のための手段にすぎないという出稼 ぎ意識は闘争過程のなかで払拭された。ガス トア
ルバイターによるガストアルバイター時代の自己否定である。IMF体制の崩壊(1971年)によっ
て、労働力商品の貿易財としての合理性に疑念を抱 きはじめていた受け入れ諸国は、 この機を捉え





別の問題がここに顕在化 した。同 じ従業員のなかに分断線が引かれたのである。昇進差別は、 目に
見えにくい仕方で行われた。配置される職場によって昇進機会に差異があるという職場構造のなか
で、不利 な職場に外国人を重点的に配置 し、配置転換の機会の不均等配分によってその傾向がさら





合が公認 し、 さらに同 じ年、 トルコ人労働者を監査役会に推薦 した。また同年の鉄鋼ス トライキで
は、 トルコ人ス トライキの要求項目であった6週 間の有給休暇を実現 した。1982年におけるビデオ
カラー ・ウルム工場におけるトルコ人労働者たち②工場占拠にさいしては、連帯委員会を組織して、
これを支援 した。1984年の労働時間短縮闘争にさいしては、外国人労働者を闘争の最前線にピケ要
員 として動員 した。外国人労働者自身もこの闘争を奴 らの闘いへの連帯ではなく、まさに我 らのた
めの闘いとして主体的に受 け止めた。「倒錯 した世界」 と観念される状況が出現 した。労働移民が
逞 しい自律 した主体 として立ち現れた闘争であった。
受け入れ諸国 と送出諸国 との関係 も変化 した。かつての送出諸国(ギ リシャ、スペイン、ポル ト








の平等化という二重の長期的戦略を展開 した。教育 と労働 との分離 という職業教育がはらんでいた
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限界がこの脈絡のなかでクローズアップされた。その間隙を埋めるために、「経営 に接近 した」継
続教育が登場 した。「賃金 ・俸給構造協約1」 は、教育 と労働との統合を団体協約によって規範化
した画期的なものである。外国人労働者を含む周辺労働者 にたいしてフォーマルな熟練形成の機会
を提供 し、かつそれにふさわしい上位の職場を割当てるよう、雇主 に動機づけたのである。グルン











昇進差別をもたらす職場構造 は、1980年代中葉の時点で確認 しうるかぎりでは、 ドラスチ ックな
変容をみせていない。 しかし外国人職場の経営内における相対的な地位は、確実に向上 した。 トル
コ人労働者が底辺に滞留 しやすいという点は変わ らないが、経営内キャリアは多様化し、分断線は
弱められた。職業教育の改革 は、労働市場の内部化に一定の歯止めをかけたのである。
ガス トアルバイター時代 は、 ガストアルバイターが労働運動への主体的参加のなかで出稼ぎ意識




論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
本論文は、現代における労働力の国際移動問題を ドイッを中心にして分析し、 「ガス トァルバイ
ターの時代」を解明 したものである。本論文の主たる内容 は以下のとおりである。
II
まず第1章 で は、「ガ ス トアルバ イ ター時代」 の構図 が概観 され、 ドイッと トル コを典 型例 と し
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て採 り上げながら、募集協定にもとつ く受入国と送出国 との関係が当初の建前 とは著しく変化 して
しまう歴史的過程が検討される。ガス トアルバイター時代 とは、労働力商品を貿易財として公的に








のであり、受入国相互間に競争関係がみ られること、第3に 、労働組合の活動の余地が存在す るこ
と、などである。 こうして筆者は、国際労働力移動を限界的な 「産業予備軍」であると規定するサ
スキア ・サッセン=森田桐郎 らの通説を批判 している。以上2つ の章での検討をとおして、 ドイッ
を中心とする西 ヨーロッパにおける国際労働力移動の特性、労働移民の特質が包括的に明らかにさ
れている。
第3章 以下の諸章では分析対象が ドイッに絞 られ、それぞれの問題が詳細に究明されている。第




第4章 では労働組合の外国人労働者政策が採り上げられ、ハ ンブルク職業教育財団のモデル ・プ
ロジェク トなどが検討される。そこでは ドイッ人と外国人との対等性が目標 としてめざされている。
第5章 は企業内における外国人労働者の差別の実態に焦点をあてている。企業規模間に顕著な賃金







章では ドイッの職業訓練制度を概観 したのち、グル ンディヒ、BMWな どのいくっかの企業におけ
る先進的事例が紹介されている。




う結 果になった。第1に 、訓練生の選別に用いられる適性テス トの信愚性が否定され、かかるテス
トの限界に対する社会的認識が改められたことである。第2に 、経営 と職業学校どいう伝統的な学
習の場がより多元化 し、 ドイッの職業教育 システムが漸次的ながら個別化の方向をたどってきたこ
とである。最後に、専門工を成人学校 と小経営 との連合体制のなかで養成すること1によって、訓練
市場と労働市場への移行のさいの関門をスムーズにしようとする試みがみられることである。







体性を構築す るにいたった。ガス トアルバイターによる 「ガストアルバイターの自己否定」であり、
「ガス トアルバイター時代の終焉」である。1989年代のベル リンの壁の崩壊 はこれを否定的な もの
とし、労働力の国際移動問題 は新たな時代を迎えた、と結んでいる。
皿





い貢献であると言えよう。第2に 、たんに ドイッのみを採 り上 げるのではなく、アメ リカ合衆国や
湾岸諸国 と対比することによって対象国の全体的構図にしめる位置づけがなされていることである。
第3に 、労働市場や職業教育 といった諸制度がたんに労働経済や教育制度論の面 として扱われただ
けでなく、労働運動との関連において検討されていることである。 ガス トアルバイターをたんなる









以上により、佐藤忍氏提出の本論文は、博士(経 済学)論 文として合格 と判定する。
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